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デジタル化は重要な経営課題であると認識し，トップダウンで対応を進めている，またはトップダウンで対応を進めることを表明している

デジタル化は経営課題であると認識しているが，トップダウンで対応を進めることまでは表明していない

デジタル化は経営課題と認識していない
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宮城県内企業等のデジタル化・DXに関するアンケート結果【概要版】

１．調査の概要

・調査期間：令和4年5月24日（火）～6月15日（水）
・調査対象：県内で事業を営む企業等（情報通信業を除く）
・回答方法：みやぎ電子申請サービス
・回答数 ：486

２．回答者の属性

３．調査結果

・業種 ：製造業22.4％，運輸業・郵便業19.3％，建設業9.1％等
・所在地 ：仙台市36.8％，仙台市外63.2％
・従業員数：5人以下10.3％，6～20人27.2％，21～50人23.7％，

51～100人 13.2％，101～300人15.4％、301人以上10.3％

（１）デジタル化の取組状況

図１ デジタル化取組状況

図４ 経営トップのデジタル化へのコミットメントとデジタル化取組状況

図２ 所在地とデジタル化取組状況

産業デジタル推進課

2.0%

1.3%

1.7%

0.8%

16.0%

4.0%

7.8%

5.2%

5.3%

2.0%

30.0%

29.3%

23.4%

30.4%

22.0%

16.0%

48.0%

53.3%

59.4%

48.7%

47.7%

40.0%

4.0%

12.0%

9.4%

13.9%

24.2%

42.0%

301人以上

（N=50)

101～300人

（N=75）

51～100人

（N=64）

21～50人

（N=115）

6～20人

（N=132）

5人以下

（N=50）

かなり進んでいる 進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない

図３ 従業員数とデジタル化取組状況

図５ 職員の意識とデジタル化取組状況
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・約7割の企業等でデジタル化の取組が進んでいない（図１）
・仙台市外よりも仙台市の企業等の方がデジタル化が進んでいる（図
２）
・大規模な企業等ほどデジタル化が進んでいる（図３）
・経営トップがデジタル化に関与しているほどデジタル化が進んでいる
（図４）
・社員のデジタル化に対する意識が高いほどデジタル化が進んでいる
（図５）
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(5)

全社的な業務・生産プロセスの改善や企業変革を踏まえたビジネスモ
デルの抜本的な転換や，新規事業／新製品・サービスを創出している
例：製品・サービスの提供方法の販売からサブスクリプションへの変更等

各業務・生産プロセスを組み合わせた全社的な業務・生産プロセスに対しデ
ジタル技術を導入し，全社的な業務・生産プロセスの改善を実施している
例：販売データやマーケティングデータの活用で需要予測を行い，その結果をもとにした調達・生産・在庫管理の実施等

業務・生産プロセス全体に対してデジタル技術を導入し，業務・生産
プロセスの全体改善を実施している
例：発注書など書類作成から相手企業とのやりとり，決裁に至るまでのプロセスの電子化，自動化等

業務・生産プロセスの一部に対してデジタル技術を導入し，業務・生
産プロセスの部分改善を実施している
例：発注書など書類作成の電子化・自動化，勤怠管理システムの導入等

例：E-mail，表計算ソフトの導入等
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（５）デジタル化を進める上で認識している課題

69.5%

55.3%

39.1%

12.8%

4.7%

予算（コスト） 人材・知識・ノウハウ 組織・体制 パートナー その他

・「予算（コスト）」の回答割合が最も高く，この傾向は，所在地，従業
員数，業種，デジタル化の取組状況にかかわらず見られた

新たな投資をする資金の
確保が困難，既存システ
ムのメンテナンスに費用
を要する（特定のパート
ナーから変えられないな
ど），適切な費用対効果
に基づく予算の算出が困
難 など

デジタル人材を確保で
きていない，デジタル
人材の育成計画がな
い，採用に力を入れて
いるが成果がでない，
そもそもデジタル化を
どのように進めたら良
いか分からない など

社全体で合意を得て
いる方針がない，デ
ジタル化を進める組
織がない，社内にデ
ジタル化に対する抵
抗感がある など

適切なIT企業等が
見つからない，ど
うやって探してい
いか分からない
など

2.7%

6.6%

7.0%

8.6%

10.7%

10.9%
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IT企業等の保有技術をユーザー企業にPRする場

類似課題を持つ異業種他社の紹介

ユーザー企業のニーズや課題をIT企業等に伝える場

特にない

IT企業等に対する人材育成のサポート

類似課題を持つ同業者の紹介

個別コンサルティング（アドバイザー派遣などを含む）

生産性向上などについての事例紹介

デジタル化人材育成のサポート

デジタル化に関する補助金の拡充

・「デジタル化に関する補助金の拡充」の回答割合が特に高く，「デジタ
ル化人材育成のサポート」「生産性向上などの事例紹介」「個別コンサル
ティング（アドバイザー派遣などを含む）」の回答割合も高かった

（６）デジタル化を進める上で必要な支援

N=486（複数回答）

N=486（複数回答）

（４）デジタル人材の確保方法
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経験者の副業・兼業としての活用

専門職（デジタル人材）の正社員としての新卒採用

経験者の正社員としての活用

特に何も行っていない

既存社員の育成

・「既存社員の育成」の回答割合が最も高かったが，次いで「特に何も
行っていない」となっており，人材育成を強化すれば効果が見込める伸び
しろのある企業等が多いことが分かる

N=486（複数回答）

（３）デジタル化の取組が経営全般に与えた影響

17.7%

54.8%

26.7%

0.8%

N=389

（ITツールを保有・活用している企業等）

大きくプラス

ややプラス

どちらともいえない

ややマイナス

・「大きくプラス」と「ややプラス」を合計すると７割を超えており，デ
ジタル化が経営にとってプラスの影響を与えていることが分かる

（２）保有・活用するITツールとその効果

・経理や人事労務など基礎的なツールの保有・活用割合が高く，効果が出
ている傾向がある（表１，２）
・「AIの活用（需要予測や顧客分析など）」「SFA（営業支援システム）・
CRM（顧客管理システム）」「ECサイト」は効果が出ていないと回答した
割合が高く，導入したものの活用しきれていない可能性がある（表３）

表１保有・活用している割合(N=389)
表２「大きく効果が出た」「効果が出た」
を合計した割合

表３「あまり効果が出ていない」「全く
効果が出ていない」を合計した割合

1 経理 87.9%(342)

2 人事労務 78.7%(306)

3 会議 77.9%(303)

4 文書・図面 67.9%(264)

5 コミュニケーション 58.9%(229)

1
工程管理システム

(N=83)
90.4%(75)

2 経理(N=342) 88.3%(302)

3 会議(N=303) 86.5%(262)

4

コミュニケーション

(N=229)
86.0%(197)

5 人事労務(N=306) 85.3%(261)

1 AIの活用(N=22) 36.4%(8)

2 SFA・CRM(N=115) 27.8%(32)

3 ECサイト(N=106) 26.4%(28)

4 BIツール(N=63) 17.5%(11)

5 文書・図面(N=264) 17.4%(46)
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